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2データ元：「令和６年度地方公共団体向け 食品ロス削減の取組状況について」の集計結果

食品ロス削減の取組状況

＜参考：食品ロス削減施策に関する予算が「ある」と回答した割合の推移＞

年度 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６

都道府県 44.7% 53.2% 78.7% 87.2% 85.1% 97.9% 100.0% 97.9% 97.9% 95.7%

指定都市 70.0% 50.0% 70.0% 85.0% 90.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 95.0%

市区町村 4.0% 3.1% 9.4% 13.5% 14.7% 16.4% 10.4％ 16.4％ 16.9％ 17.2%
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令和６年度は全ての都道府県及び指定都市で、食品ロス削減の取組を実施（実施率100%は８年連続）。 市区
町村における実施割合は、69.7％であり、令和5年度と比較して、約3.6%増加。



食品ロス削減の取組内容＜まとめ＞
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食 品 関 係 事 業 者 と 連 携

食 品 ロ ス の 実 態 把 握

飲 食 店 で の 啓 発 促 進

子 ど も へ の 啓 発 ・ 教 育

フ ー ド バ ン ク 活 動 と 連 携

災害用備蓄食料の有効活用

住 民 ・ 消 費 者 へ の 啓 発

自治体数

都道府県数 指定都市数 市区町村数

（複数回答）

966

728

485

317

222

173

271

令和６年度に、全国で最も多く取り組まれたのが「住民・消費者への啓発」で966自治体。次いで「災害用備蓄食料の
有効活用」、「フードバンク活動と連携」 。

全自治体 1,788

うち取組自治体数 1,266

533



食品ロス削減の取組内容＜都道府県＞
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フ ー ド バ ン ク 活 動 と 連 携

住 民 ・ 消 費 者 へ の 啓 発

都道府県数

令和6年度

令和５年度

令和４年度

（複数回答）

令和６年度は、全ての都道府県で「住民・消費者への啓発」を継続的に実施。次いで、「フードバンク活動と連携」、「飲
食店での啓発促進」を実施。

都道府県 47

うち取組自治体数 47
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住 民 ・ 消 費 者 へ の 啓 発

指定都市数

令和6年度

令和５年度

令和４年度

（複数回答）

令和６年度は、全ての指定都市で「住民・消費者への啓発」を実施。次いで、「飲食店での啓発促進」 「子どもへの啓
発・教育」を実施。

食品ロス削減の取組内容＜指定都市＞

５

指定都市 20

うち取組自治体数 20
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住 民 ・ 消 費 者 へ の 啓 発

市区町村数

令和6年度

令和5年度

令和４年度
（複数回答）

令和６年度には、「住民・消費者への啓発」をはじめ様々な取組を実施した市区町村が年々増加。次いで、「災害用備
蓄食料の有効活用」を実施した市区町村は、令和５年度から大幅に増加。

食品ロス削減の取組内容＜市区町村＞

市区町村数 1,721

うち取組自治体数 1,199



食品ロス削減推進計画の策定状況＜都道府県＞

北海道

青森

秋田 岩手

山形 宮城

新潟 福島

富山 群馬 栃木

石川 長野 埼玉 茨城

福井 岐阜 山梨 東京 千葉

島根 鳥取 兵庫 京都 滋賀 愛知 静岡 神奈川

山口 広島 岡山 大阪 奈良 三重

福岡 和歌山

長崎 佐賀 大分 愛媛 香川

熊本 宮崎 高知 徳島

鹿児島

沖縄

都道府県において、「策定・公表済み」と回答したのは、47自治体。全都道府県で計画を策定済み。

策定・公表済み

７



８

食品ロス削減推進計画の策定状況＜指定都市＞

指定都市において、  「策定・公表済み」と回答したのは19自治体。「令和7年度以降に策定予定」は１自治体。

8

指定都市

①札幌市

②仙台市

③ さいたま市

④ 千葉市

⑤横浜市

⑥川崎市

⑦ 相模原市

⑧新潟市

⑨静岡市

⑩浜松市

⑪ 名古屋市

⑫京都市

⑬大阪市

⑭ 堺市

⑮神戸市

⑯岡山市

⑰広島市

⑱北九州市

⑲ 福岡市

⑳熊本市

策定・公表済み

令和7年度以降に策定予定

青森

秋田 岩手

山形 宮城

新潟 福島

富山 群馬 栃木

石川 長野 埼玉 茨城

福井 岐阜 山梨 東京 千葉

島根 鳥取 兵庫 京都 滋賀 愛知 静岡 神奈川

山口 広島 岡山 大阪 奈良 三重

福岡 和歌山

長崎 佐賀 大分 愛媛 香川

熊本 宮崎 高知 徳島

鹿児島

沖縄
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食品ロス削減推進計画の策定状況について（内訳）

令和６年度には、全都道府県が食品ロス削減に関する計画の策定を完了。「新規の計画を策定」と、「既存の計画の
一部として対応」との回答がほぼ同程度。指定都市においては、ほとんどが「既存の計画の一部として対応」と回答。

都道府県（47） 指定都市（20）

策定・公表済み

47

新規の計画を策定

23

既存の計画の一部として対応

24

９

策定・公表済み

19

既存の計画の一部として対応

19

令和７年度に策定予定

1

年度 令和４ 令和５ 令和６

策定済み
都道府県数

46 47 47

年度 令和４ 令和５ 令和６

策定済み
指定都市数

15 19 19



食品ロス削減推進計画の策定状況＜市区町村＞

策定・公表済み

265

令和7年度に策定予定

31

令和8年度以降に策定予定

24

策定するか検討中

144現時点では策定の予定はない

1,219 

未回答

38 内訳
新規の計画を策定 48
既存の計画の一部として対応 217

市区町村において、  「策定・公表済み」と回答したのは、265自治体。「令和７年度に策定予定」は、31自治体。「令
和８年度以降に策定予定」は、24自治体。半数以上の自治体が「現時点では策定予定はない」と回答。

市区町村（1,721）

10

年度 令和４ 令和５ 令和６

策定済み
市区町村数

146 213 265


